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本研究は，溶接未溶着がフィレットなし鋼製橋脚隅角部の極低サイクル疲労き裂の発生と最終的な破壊

モードに及ぼす影響を明らかにしようとした実験的検討である．かなり前に建設された都市高速道路の橋

脚にはフィレットのないものが数多く実在する．一方，溶接構造物の施工時における溶接不具合（欠陥）

の内在が問題視されている．このため，フィレットを極力小さくして，十字継手の溶接脚長の値を既往の

実験供試体より小さくし，未溶着部から破壊するように設計した供試体について実験を行い，溶接未溶着

高さが延性き裂発生性状に与える影響を実験的に検証した．実験の結果，未溶着高さの違いが延性破壊の

特性を大きく影響することが明らかにされた． 
 

     Key Words : Ductile crack initiation, Ductile fracture, Welding defect size, Beam-column conection,  
Extremely low cycle fatigue 

 
 

1. はじめに 
 

1995年1月に発生した兵庫県南部地震では，多くの構

造物が甚大な被害を受けたが，神戸ハーバーハイウェイ

P75鋼製橋脚においては隅角部に作用した強大な地震動

の繰り返し荷重に起因する脆性破壊モードが初めて確認

された1)．それまでの土木鋼構造物設計基準では強大な

地震動による脆性的な破壊は想定されておらず，以降，

各研究機関において鋼製橋脚や鋼製隅角部を模擬した縮

小モデルにより低・極低サイクル疲労に着目した繰り返

し載荷実験が精力的に行われてきた．しかしながら，現

在においても鋼製橋脚の耐震設計において地震時の脆性

的な破壊に関する照査基準は確立されておらず，早急な

照査方法の確立が望まれるところである． 
これまで筆者らは鋼製橋脚の脆性的な破壊を防止する

観点より強大な地震力を受けた鋼構造物が脆性的な破壊

に移行する前の延性き裂の発生に着目し，単柱式鋼製橋

脚を対象に種々の実験的および解析的研究を行い延性き

裂発生の評価手法を提案してきた2)-6)．  
一方，近年では溶接構造物の施工時における溶接不具

合（欠陥）の内在が問題視されてきており，三木らによ

って鋼製橋脚隅角部の施工不具合に関する報告がなされ

ている7)．同文献には昭和60年頃までに供用された鋼製

橋脚隅角部の柱フランジと梁フランジとの溶接の溶け込

み状況が示されているが，溶け込み率は数パーセント～

100%まで様々であり，20～80％程度までの未溶着率の

分布が多いようである．また，高度経済成長期とバブル

経済期に製作された供用年数が50年を迎える鋼製橋脚隅

角部には，大型車交通量の増加と重量超過車両の存在に

より大きな繰返し応力が発生したこと，不完全溶け込み
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部の近傍にせん断遅れによる局部的な高い応力が作用し

ている事をを起因とする多くの疲労き裂が見つかり8)，

深刻な問題となっている．首都高速道路公団ではその対

策として，隅角部に補強材としてフィレットを設置し，

せん断遅れによる応力集中を低減する解析的検討9)-10)が

行われているものの，かなり前に建設された都市高速道

路の橋脚にはフィレットのないものが数多く実在する． 
筆者らは，これまでに完全溶け込み溶接が要求される

鋼製橋脚隅角部を想定した梁－柱接合部の十字溶接部に

溶接未溶着を導入し，このような不完全な溶接部を有す

る鋼厚肉部材の極大地震時における破壊メカニズムの解

明のため，繰り返し載荷実験を行ってきた 11)-12)．また，

これらの繰り返し載荷実験を元に，溶接形状や欠陥性状

をより忠実に再現したソリッド要素による 3次元弾塑性

有限変位 FEM 解析を実施し，筆者らが提案する延性き

裂発生の評価を行った 14)．その結果，溶接未溶着高さを

大きくすることで未溶着近傍でひずみ集中が起き，延性

き裂発生に大きく影響することが確認された．また，十

字継手の溶接未溶着部からの破壊に関して，十字継手の

溶接脚長を大きくすることで未溶着部からの破壊が発生

する可能性を低減できることを確認した． 
一連の研究結果の検証と追加の検証として，本研究で

は，フィレットを極力小さくして，十字継手の溶接脚長

の値を既往の実験供試体より小さく設定し，未溶着部か

ら破壊することを想定した供試体の繰り返し載荷実験に

より鋼製橋脚の梁－柱接合部の未溶着高さが延性破壊に

与える影響を検証した． 
 
2. 実験概要 
 
(1) 実験供試体 

実験供試体は鋼製橋脚と横梁の剛結構造からなる隅

角部を模擬した無補剛厚肉断面の梁－柱の接合部として

いる．供試体の使用材質は，実橋脚で使用が多い

SM490Y クラスであり，板厚は 12mm とした．供試体お

よび仕上げの概要図を図-1に示す． 
供試体の柱部にはそれぞれ h1，h2，h3の間隔で，梁部

には L1，L2，L3の間隔でダイヤフラムが設置されている．

なお，前述の通り，供試体は鋼製ラーメン橋脚の隅角部

を想定しており，実橋脚との対比では供試体の柱部が実

橋の梁，梁部が実橋の柱となる． 
供試体における梁－柱交差部の十字継手溶接部はビー

ド表面の曲面仕上げ（R 仕上げ）とし，R 仕上げの半径

は 5mm 程度とした．溶接仕上げに関して，R 仕上げと

止端仕上げの 2種類が挙げられるが，一般的に溶接部の

仕上げで適用されることの多いのは止端仕上げである．

しかし，R 仕上げのようにビード表面も滑らかに仕上げ

た場合，ひずみ集中を緩和させる効果が期待されるため，

本研究では R 仕上げの場合について実験を行った．な

お，仕上げ部はグラインダー等による仕上げ傷が残らな

いように留意するとともに，ビード形状の凹凸に伴うひ

ずみ集中の影響をできるだけ少なくするために，三線交

差部の三方向からの溶接ビードラップ部分の余盛を取り

除いた．また，本供試体は実構造の鋼製橋脚隅角部の板

組や隅角部の溶接仕上げ方法を再現して製作を行ってい

る．実際には梁－柱におけるフランジ交差部の十字溶接

部を先行で溶接施工した上で，フランジとウェブの溶接

を行った．なお，供試体のサイズ制約および組み立て手

順より，最後に溶接を行う梁・柱のウェブおよび柱内の

ダイヤフラム（梁の控えフランジ）については裏当て金

による片面裏波溶接とした（図-1(b)）．また，裏当て

金が十字溶接にかかる部分はテーパーカットし，溶接部

に当たらないよう配慮した（図-1(e)）． 
一般的な隅角部の設計においては，梁－柱幅の 1/2 程

度を剛域として構造解析を行い，塑性化を許容しない設

計が行われるが，供試体の設計において，柱については
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き裂発生前に繰り返し載荷に伴う母材の局部座屈による

耐荷力低下を防止するために幅厚比パラメータ Rfを 0.3
として設計を行い，その断面を梁にも適用して隅角部を

構成した．幅厚比パラメータは次式により定義される． 

         ( )
E
σ

nπt
bR y

f 22

2

4
112
⋅
−

=
ν          (1) 

ここに，b＝フランジの板幅，t＝フランジの板厚，σy＝

降伏応力，E＝弾性係数，ν＝ポアソン比，n＝サブパネ

ル数（本研究の対象は無補剛断面であるため n＝1）で

ある． 
供試体の名称はそれぞれ，S（鋼製部材） 30（幅厚比

パラメータの 100倍の値） - 8（十字溶接部に内在する溶

接未溶着高さ）- 5（フィレット半径）- R（溶接仕上げ

内容）- VC（載荷パターン）- MD（脚長変更）を表す． 
「MD」については，過去の実験供試体 11), 12)が s=10mm

の溶接脚長であったことに対し，本研究では s=5mm に

変更していることを表す． 
今回実験に用いた供試体の実測寸法と，構造パラメー

タを表-1，表-2 にそれぞれ示す．フィレットなしを模

擬するためにフィレットを極力小さくして，フィレット

半径を 5㎜（設計値）とした．また，十字継手の溶接脚

長の値を既往の実験供試体より小さく設定している．未

溶着高の影響を検討するためには，これまでの検討と同

様に，0，2，5 および 8 ㎜とした．過去の実験 15)では，

未溶着高さの値が a=5mm（板厚に対する断面欠損率

42%）から a=8mm（板厚に対する断面欠損率 67%）にな

ると，き裂発生時期が大幅に早くなることが報告されて

いる．  
表-3に本実験で用いた材料の引張試験結果を示す．材

料定数は，供試体の製作に使用した鋼材の引張試験によ

り求めた応力－ひずみ曲線から，弾性域での直線部分を

                                   表-1 供試体の実測寸法                         (単位：mm) 

表-3 鋼材の引張試験結果

Note：Rf=幅厚比パラメータ，λ  =細長比パラメータ，

Hy=降伏水平荷重，δy=降伏水平変位

表-2 構造パラメータ，降伏荷重と降伏変位

供試体名 h h1 h2 h3 hb L L1 L2 L3 B D t R a s ra 

S30-0-5-R-VC-MD 670 225 225 225 163 857 168 164 16 175 176 12.10 7 0 5.0 2.5

S30-2-5-R-VC-MD 671 225 225 225 164 857 168 164 16 176 177 12.10 8 2.6 11.7 3.8

S30-5-5-R-VC-MD 669 225 225 225 165 860 168 164 16 174 176 12.20 7 9.0 6.6 －

S30-8-5-R-VC-MD 670 225 225 225 165 858 168 164 16 175 175 12.20 5 10.0 6.8 2.8

供試体名 fR  λ  
yH  

(kN) 
yδ  

(kN) 

S30-0-5-R-VC-MD 0.297 0.306 193.6 4.49 

S30-2-5-R-VC-MD 0.299 0.304 195.8 4.48 

S30-5-5-R-VC-MD 0.312 0.325 221.6 5.04 

S30-8-5-R-VC-MD 0.314 0.327 220.5 5.08 

σy 

 (MPa) 
εy 

（%） 
σu 

(MPa) 
εu 

(%) 
ν 

E  
(GPa) 

Est 

（GPa) 
εst 

(%) 

421  0.197 517 26.0 0.277 213 2.8 2.77 

Notes： 
1) h=柱部高さ（梁フランジ表面から，＝h1 +h1 +h1－t/2)，L=梁部高さ，B=フランジ幅，D=ウェブ幅，t=板厚，R=フィレット

半径，a=溶接未溶着高さ，s=ビード脚長，ra=のど厚 
2) 供試体について，例) S30 - ○ - △ - R - VC - MD，S：鋼製，30：幅厚比パラメータの小数点以下 2桁，○：未溶着高さ，△：

フィレット半径，R：仕上げ性状（R：R仕上げ），VC：両振漸増変位振幅載荷，MD：脚長変更区分を表す． 

Note：σy=降伏応力，εy=降伏ひずみ，σu=引張強さ，εu=破断ひずみ，ν=ポアソン比，E=ヤング率， 
Est=ひずみ硬化開始時の硬化係数，εst=ひずみ硬化開始時のひずみ 
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最小二乗法により近似した傾きからヤング係数E，降伏

棚での応力の平均より降伏応力σy，ひずみ硬化開始時の

傾きを最小二乗近似して得た傾きよりひずみ硬化係数Est，

σy =Eεy の関係から得た降伏ひずみεyを求めた．さらに，

横ひずみのグラフにおける初期の直線部分を最小二乗近

似して得た傾きElとEの比からポアソン比νを求めた． 
 
(2) 実験装置概要 
本実験の実験装置の概略図を図-2に示す．水平方向の

荷重は載荷フレームの柱に固定したアクチュエータ

（±1000 kN）により載荷を行い，2本のアクチュエータ

の水平ストロークにより供試体頂部に水平変位が与えら

れる仕組みになっている．またアクチュエータの先端に

はヒンジを取り付け，常に水平方向に載荷できる構造と

なっている．供試体と架台および載荷版，架台と載荷フ

レーム間はそれぞれ高力ボルトで連結した． 
なお，本実験は隅角部の板組および十字継手部の溶接性

状に着目した実験であり，供試体の梁部をベースプレー

トに固定しており，実際の梁－柱からなる隅角部の曲げ

性状を完全に再現するものではないが，この影響は今後，

解析を含め検討予定である． 
 
(3) 載荷パターン 
繰り返し載荷はアクチュエータの変位制御により供試

体の降伏変位δyを基準とした載荷を行う．本研究で採用

した載荷パターンは，図-3のような1サイクル毎の漸増

変位振幅載荷である．この理由については定変位振幅載

荷の場合，過去の研究成果4)より10～15δy付近での繰り返

し載荷により延性き裂が発生することが確認されている

が，大きな振幅を載荷し初期段階から過大な塑性ひずみ

を与えるのではなく，ひずみの増大に伴う延性き裂の発

生状況を比較検証することが望ましいと考えたためであ

る． 
 
3. 実験結果 
 
 き裂の発生および進展挙動については載荷中の各ステ

ップおよび載荷変位の折り返し点で目視とデジタルカメ

ラの画像による確認とき裂寸法の計測を行った．そのた

め，き裂確認時点と実際のき裂発生点が異なる可能性が

ある．したがって，本研究では，き裂発生のタイミング

を実際より遅く評価することを避けるために，き裂発生

時期の定義は文献2)と同様にした． 
 図-4には隅角部の角部番号およびき裂長さの定義を示

す．本実験ではき裂が1~2mm程度に達した時をき裂発生

と定義した．なお，き裂長さはき裂両端の直線距離をき

裂長さとし，これをLcとする．  
 
(1) き裂進展挙動 
 写真-1にS30-0-5-R-VC-MD, S30-2-5-R-VC-MD, S30-5-5-R-
VC-MD, S30-8-5-R-VC-MDの載荷終了時の状況写真を示す． 
写真-1(a),(b)に示す未溶着高さa=0, 2mm（板厚に対す

る断面欠損率0～16%程度）の供試体では，フィレット

上端部でき裂が発生し，フランジ中央およびウェブ中央

へ向かってき裂が進展していった．一方，写真-1(c),(d)
に示す未溶着高さa=5, 8mm（板厚に対する断面欠損率42
～67%程度）の供試体では，溶接ビード部でき裂が確認

され，溶接未溶着が内在する十字継手方向に沿ってき裂
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が進展し，大幅に荷重が低下したのち実験を終了した．

未溶着高さa=0, 2mmの供試体と未溶着高さa=5, 8mmの供

試体とのき裂進展挙動において，破壊モードが明らかに

異なっており，未溶着高さa=5, 8mm（板厚に対する断面

欠損率42～67%程度）の供試体では本実験の未溶着高さ

a=0, 2mm（板厚に対する断面欠損率0～16%程度）の供

試体のようにフィレット上端部などのウェブ板母材でき

裂が発生したのではなく，溶接未溶着部からき裂が発生

したことが推察される． 
 
(2) き裂発生時期および発生位置の比較 
 図-5, 6に各供試体におけるき裂発生点，き裂が最も進 
展した箇所のき裂進展長さの比較を，写真-2に各供試体

の断面切断状況を，表-4にき裂発生点および発生高さの

比較を示す．き裂発生点について，溶接未溶着部でき裂

が発生したS30-5-5-R-VC-MD，S30-8-5-R-VC-MDの供試体

においては，き裂が溶接ビード表面へ進展し，目視によ

る確認でき裂発生時期を判定した．図-5においてそれぞ

れ，○：未溶着高さa=0mmの供試体のき裂発生点，△：

a=2mmの供試体のき裂発生点，□：a=5mmの供試体のき

裂発生点，▽：a=8mmの供試体のき裂発生点を示す． 
 き裂発生時期において，未溶着高さのない供試体

（a=0mm）と未溶着高さのある供試体（a=2, 5, 8mm）を

比較すると，き裂発生時期が最大で4半サイクル異なっ

ており，未溶着高さの有無によるき裂発生時期の違いが

確認された． 

49.3mm 

176mm

152.8mm 160.6mm 

(a) S30-0-5-R-VC-MD (b) S30-2-5-R-VC-MD 

(c) S30-5-5-R-VC-MD (d) S30-8-5-R-VC-MD 

36.1mm

1.7mm 

写真-1 各供試体の破壊モード
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図-5 各供試体のき裂発生点までの半サイクル数比較 図-6 各供試体のき裂進展状況比較 
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 写真-2の断面写真を見ると，写真-2(a),(b)のS30-0-5-R-
VC-MD, S30-2-5-R-VC-MDである未溶着高さa=0, 2mmの供

試体は，フィレット上端部でのき裂がせん断破壊を伴っ

て柱フランジや柱ウェブに進展しており，未溶着高さ

a=2mm（板厚に対する断面欠損率16%程度）の供試体で

は溶接未溶着部からき裂が発生していないことが確認で

きる．一方，写真-2(c),(d)の未溶着高さa=5, 8mm（板厚

に対する断面欠損率42～67%程度）の供試体では，き裂

は溶接未溶着内部から発生し，十字継手ビード表面に進

展していることから，十字継手部の溶接脚長の他に継手

内部に内在する未溶着高さも破壊過程の支配的要因とな

ることが考えられる． 
また，未溶着高さのある供試体（a=2, 5, 8mm）では，

き裂発生時期に大きな違いがみられないものの，図-6の

き裂進展長さより，未溶着部から破壊する供試体とウェ

ブ板母材から破壊する供試体とのき裂進展状況は大きく

異なり，未溶着高さa=5, 8mmの供試体が脆性的な破壊を

伴ってき裂が進展していることが分かる． 
 
(3) 水平変位－水平荷重関係 
 図-7に実験供試体の水平荷重－水平変位履歴曲線を示

す．本研究のこれまでの実験では，各サイクルの折り返

し時点の荷重が最大荷重に比べて10%以上低下した場合，

実験を終了していた．しかしながら，図-7(a)の未溶着

高さa=0mmの供試体においては，荷重が10%低下するま

での実験を行っていないことを補足する． 
 同図より，全体的に初期剛性, 最大荷重は概ね一致し

ているものの，き裂が発生した後の荷重－変位関係は，

き裂が発生する場所が内部か外部かによって大きな違い

が見られる． 
未溶着内部でき裂が発生する供試体に関して，き裂が

発生した後，数半サイクル以内に急激に破壊が進展した

ため，水平荷重が大きく低下していることが分かる．未

溶着内部で起きた破壊が十字継手方向に沿って進展し，

写真-2 き裂発生近傍の供試体断面 

(a) S30-0-5-R-VC-MD (b) S30-2-5-R-VC-MD 

(c) S30-5-5-R-VC-MD (d) S30-8-5-R-VC-MD 

供試体名 実験でのき裂発生点 定義上でのき裂発生点 き裂発生高さ 

S30-0-5-R-VC-MD 8 Half Cycle (-4δy) 6 Half Cycle (-3δy) 9.8mm 

S30-2-5-R-VC-MD 4 Half Cycle (-2δy→3δy) 3 Half Cycle (2δy) 1.3mm 

S30-5-5-R-VC-MD 3 Half Cycle (2δy→-2δy) 2 Half Cycle (-1δy) 1.7mm 

S30-8-5-R-VC-MD 4 Half Cycle (-2δy→3δy) 3 Half Cycle (2δy) 2.7mm 

表-4 き裂発生点および発生位置の比較 
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写真-3に示すように，十字継手の柱部フランジ板を繋ぐ

溶接部にき裂が進展し，耐荷力が失われた状態である．

しかし，荷重低下した後，直ちに実験供試体は終局状態

に至らず，荷重が安定する現象が見られた．これは，フ

ランジ板の溶接十字継手にはき裂が進展したが，フィレ

ットを有するウェブ板が荷重を受け持ち，急激な荷重低

下に至らなかったと考えられる．そして，ウェブ板のみ

の状態で繰り返し載荷を行う最中，フィレットが面外に

座屈しながら耐荷力が徐々に低下していった． 
 

(4) ひずみ履歴 
 本実験におけるひずみの測定箇所，ゲージ番号を図-8

に示す．ひずみの測定箇所は，柱フランジ側はひずみゲ

ージNo.1～No.2，No.5～No.6のき裂が発生した面の隅角

部付近の初期にき裂が起こった角部付近のひずみをピッ

クアップした．ひずみゲージは2mmの塑性ゲージ

(YFLA-2：東京測器研究所)を使用した． 
 図-9に各供試体のひずみ履歴を示す．同図より，未溶

着部からき裂が発生する供試体において，き裂発生時期

の実験供試体フランジ表面のひずみが約0.1～0.6%と非

常に小さい時点でき裂が発生していることが確認できる．

しかし，未溶着部からではなく，フィレット上端部から

き裂が発生するような実験供試体において，隅角部の三

線交差部近傍である柱フランジひずみゲージNo.1, .2, 5, 6
のひずみの値が約2%でき裂が発生していることより，

未溶着部からき裂が発生する供試体はひずみゲージを貼

付した柱フランジの部材表面でなく，溶接未溶着近傍で

ひずみが集中し，そこからき裂が発生していると考えら

れる． 
 
4. 結言 
 
 本研究ではフィレット半径を極力小さくして，十字継

手の溶接脚長の値を既往の実験供試体より小さくし，未

溶着部から破壊するように設計した供試体の繰り返し載

荷実験を行うことにより，き裂発生・進展挙動を明らか

にし，き裂発生・進展状況，水平荷重－水平変位関係， 
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図-7 水平荷重－水平変位関係

写真-3 十字継手の破壊状況 
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ひずみ履歴の面から鋼製橋脚の梁－柱接合部の未溶着高

さが延性破壊に与える影響を検証した．得られた知見を

以下に示す． 
 
1) 未溶着高さa=0, 2mm（板厚に対する断面欠損率0～

16%程度）の供試体では，フィレット上端部でき

裂が発生し，未溶着高さa=5, 8mm（板厚に対する

断面欠損率42～67%程度）の供試体では，溶接未溶 
 
着部からき裂が発生した． 

2) 未溶着高さのない供試体（a=0mm）と未溶着高さ

のある供試体（a=2, 5, 8mm）を比較すると，き裂発

生時期が最大で4半サイクル異なっており，未溶着

高さの有無によるき裂発生時期の違いが確認され

た． 
3) 未溶着高さのある供試体（a=2, 5, 8mm）では，き裂

発生時期に大きな違いがみられないものの，き裂

進展状況において，未溶着部から破壊する供試体

とウェブ板母材から破壊する供試体とでは大きく

異なり，未溶着高さa=5, 8mmの供試体が脆性的な

破壊を伴ってき裂が進展していることが確認され

た． 
4) 溶接未溶着部からき裂が発生する今回のような実

験供試体において，十字継手部の溶接脚長の他に

継手内部に内在する未溶着高さも破壊過程の支配

的要因となることが考えられる． 
5) 未溶着部から破壊する供試体のき裂長さは終局状

態付近で急激に進展した．これは，き裂が十字継

手の溶接未溶着部内部に沿って進展し，溶接表面

部へ急激に進展したと考えられる． 
6) 荷重－変位関係において，全体的に初期剛性, 最大

荷重は概ね一致しているものの，き裂が発生する

場所が内部か外部かによって，その後の荷重－変

位履歴に大きな違いが見られた． 

ひずみゲージ測定箇所(初載荷圧縮側) ひずみゲージ測定箇所(初載荷引張側) 

図-8 ひずみゲージ貼り付け位置図およびゲージ番号 
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図-9 ひずみ履歴 

(i) No.1, No.5 (ii) No.2, No.6 
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7) 未溶着部から破壊する供試体のひずみ履歴におい

て，き裂発生時期の実験供試体フランジ表面のひ

ずみが約0.1～0.6%と非常に小さい時点でき裂が発

生しており，部材表面のひずみが小さい状況でも

未溶着部から破壊が起こり，脆性的な破壊を生じ

る可能性が高い． 
 
謝辞：本研究の一部は，平成24年度に採択された科学研

究費補助金・基盤研究(C)（研究代表者：葛 漢彬；課
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EFFECT OF WELDING DEFECTS ON DUCTILE FRACTURE OF STEEL BEAM-

COLUMN CONECTIONS WITHOUT FILLET 
 

Kei HAYAMI, Hanbin GE, Shinki HADA, Shogo MORI and Toshimitsu SUZUKI 
 

In this study, cyclic loading tests were conducted to clarify the extremely low cycle fatigue crack (duc-
tile crack) initiation and failure mode in thick-walled steel beam-column connection without fillet. To 
clarify the performance of ductile crack initiation resulted from the effect of welding defect, the test spec-
imens which were designed by introducing different defect size of 0 to 8mm, were manufactured. As a re-
sult of experiment, properties of ductile crack initiation which depend on the difference of the welding de-
fect size were clarified. 

 


